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研究成果の概要（和文）：情報モラル教育が抱える問題を解決するために，調査研究と実践研究を通して，情報
メディアの問題について哲学対話を用いて考えながら学ぶ「考えて学ぶ情報モラル教育」を開発した．調査研究
では，北九州市教育委員会と連携して，小中学生の情報メディア使用と学力等の関係について，本研究で開発し
たダンバー数尺度と，既存のセルフコントロール尺度を用いたアンケート調査を実施，分析して，情報メディア
の問題を探った．実践研究では，小学校で哲学対話を用いて，情報メディアの問題と「自分とは何だろう」を考
える授業を行った．

研究成果の概要（英文）：In order to solve the problems of information ethics education, we developed
 "Information Ethics Learning by Thinking" through philosophical discussions about electronic media 
issues by research studies and practical studies. In research studies, with the cooperation of the 
Kitakyushu city board of education, we conducted questionnaire surveys on relations between Japanese
 pupils' use of electronic media and their academic achievements. The surveys employed the Dunber's 
number scale, which we developed in this study, and the widely-used self-control scale. In practical
 studies, we practiced lessons through philosophical discussions at elementary schools to think 
about electronic media issues and the question what I am.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでの情報モラル教育は，学習指導要領に記された「考え方と態度」に結びつけることが難しく，道徳教育
と同じように「人の問題」として扱ってしまうことが多かった．本研究は，これらの改善のためにメディア論や
ダンバー数などの先行研究の知見を取り入れ，北九州市教育委員会と連携して実施した調査研究に基づいて，子
どもの情報メディア使用の問題を明らかにするとともに，これらの問題について哲学的に思考する「考えて学ぶ
情報モラル教育」を開発して実践し，情報社会において自律的に行動するための「考え方と態度」の育成を目指
したことに大きな意義がある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
学校教育において情報モラル授業が充実してきたが，SNS でのトラブルなど，子どものネッ

ト上の問題は依然として存在する．その原因として，これまでの情報モラル授業に２つの問題が
あることを指摘できる．１つは，「考え方と態度」に結びつけることが難しいことであり，もう
１つは，道徳教育と同じように「人の問題」として扱ってしまうことである． 
１つ目の問題は，多くの情報モラル授業が，トラブル事例の紹介から始まる使い方指導や使用

ルール作りであり，学習指導要領に記された情報モラル「情報社会で適正な活動を行うための基
になる考え方と態度」に結びつけることが難しかったことである．２つ目の問題は，「思いやり
が大切」「法律を守る」「個人情報を大切にする」など，道徳教育と同じように「人の問題」とし
て扱うものが多かったことである．この方略は，技術に問題はなく，使う人に問題があるという
考え方を基本としており，情報メディアの問題を見落としている．McLuhan（1964）は，メデ
ィアには使う人の考え方や行動様式を変えてしまう大きな影響力があり，「メディアの問題」は
「人の問題」よりはるかに大きいことを指摘している． 
これらの問題を解決することは，小中学校における情報モラル教育の重要かつ喫緊の課題で

ある． 
 
２．研究の目的 
本研究は，北九州市教育委員会と連携して，小中学生の情報メディア使用と学力等の関係を調

査・分析することによって，使う人の考え方や行動様式に影響を与える「メディアの問題」を明
らかにして，その成果を学校教育と家庭教育に還元するとともに，小中学生が「メディアの問題」
を哲学的に思考する「考えて学ぶ情報モラル教育」の開発と普及を行うことを目的とする． 
 
３．研究の方法 
(1) 調査研究 
北九州市教育委員会指導部指導二課と連携して，毎年実施される北九州市学力・学習状況調査

と実施時期を合わせて，無記名の質問紙調査を 2021 年度と 2022 年度の 2 回実施した．北九州
市教育委員会によって抽出された北九州市内の小学校 5校の 4・5年生の児童と中学校 3校の 1・
2年生の生徒の各学年約 500 人を調査対象とした．調査内容は，情報メディアの使用状況，セル
フコントロール，ダンバー数に関する質問である． 
①情報メディアの使用状況 
情報メディアごと（テレビ，テレビゲーム，SNS，動画，携帯電話とスマートフォン，インタ

ーネット）に使用時間を質問した．選択肢は「４時間以上」「３時間以上４時間より少ない」「２
時間以上３時間より少ない」「１時間以上２時間より少ない」「１時間より少ない」「全くしない」
の６つである．「携帯電話とスマートフォン」の選択肢のみ，北九州市学力・学習状況調査に合
わせて，30分間の区切りを設けて選択肢は７つである． 
②セルフコントロール尺度 

庄司（1993）による児童のセルフコントロール尺度を用いた．この尺度は，表１に示した４つ
のカテゴリーがあり，それぞれ５項目ずつ全部で 20 項目の質問文から成る．選択肢は「いつも
いいえ」「たまにはい」「どきどきはい」「いつもはい」の４つである． 

③ダンバー数 
Dunbar（1996）は，類人猿の大脳新皮質の脳体積全体に占める割合と群れを構成する平均的な

個体数との関係から，人が気のおけない人間関係を維持できる人数は約 150 人と推定しており，
ダンバー数として知られている．このダンバー数は成人の人間関係を推定したものであるため，
子どもの場合はより小規模で，発達段階に応じて規模は異なると考えられる．したがって，発達
段階に応じた子どものダンバー数を測定できれば，社会性の発達の指標の一つとして利用する
ことができる． 
アンケート調査では，「「○○する人・○○してくれる人の数」を教えてください」と題し，ダ

ンバー数を「人と関わる力」として教示して，「顔を見たら今までに会ったことがあるとわかる
人数は？」といった，実生活の人づきあいに関する人数を尋ねる質問文で構成した．これまでに
開発した大学生を対象としたダンバー数調査 20 項目をもとに，小中学生向けに質問文および質
問数を精査して，15 項目の質問文を用意した（河野ほか 2021）．また，回答形式は質問文に当
てはまる人数を選択肢で回答することとした．選択肢には，Dunbar（2010）が主張する，人との

表１ 児童のセルフコントロール尺度の４つのカテゴリー 
カテゴリー 欲求 価値 行動 例 

SI ＋ －（社会的） － 非行・違反への抵抗などの社会的抑制 
PI ＋ －（個人的） － 誘惑への抵抗などの個人的抑制 
SF － ＋（社会的） ＋ 義務の遂行，ルール遵守などの社会的促進 
PF － ＋（個人的） ＋ 目標へのがまんなどの個人的促進 

 



つながり方をあらわす社会的ネットワークの親密度が同心円状に約 3 倍ずつ大きくなることに
着目した．10 の平方根（約 3.16）を親密度の倍率とすると数学的な整合性を保てるため，親密
度ごとの人数の概数を 1.5 人，4.7 人，15人，47人等と設定し，各概数を中心とする 10の 4 乗
根（約 1.78）で範囲を設定して選択肢とし，「0人」，「1～2人」，「3～8人」から「267～843 人」，
「844～人」の 8 件法で回答を求めた．ただし，回答者が一方的に知っているだけの芸能人等の
相手は含めないように教示した． 
(2)実践研究 
「メディアの問題」を扱うために，情報メディアの８つの特性（村田 2016）を用いた．これ

らの特性は，情報メディアが使う人に与える影響を網羅的にあげたもので，不完全性，匿名性，
個人性，結界性，劇場性，偏向性，散漫性，依存性の８つである． 
「考え方と態度」に結びつけるために，哲学対話を用いた．哲学対話は，子どものための哲学

（Lipman et al. 1980）におけるディスカッション方法を取り出したものである．情報モラル授
業に哲学対話を取り入れることで，「メディアの問題」について哲学的に思考し，「考え方と態度」
に結びつけることを目指した． 
このように計画した「考えて学ぶ情報モラル教育」の授業実践を，協力可能な小学校２校で行

い，その結果を踏まえて方法と内容を改善しながら，学校現場で実践可能な教育に具体化させた． 
 
４．研究成果 
(1)調査研究 
①セルフコントロール尺度 
得られた調査結果を，庄司（1993）に従ってセルフコントロール尺度得点を求め，尺度得点の

高い者から全体を３等分して，高群，中群，低群とし，高群と低群においてカイ自乗検定を用い
て，行動抑制と行動促進，小学生と中学生，情報メディアの種類による差異を考察した． 
全体として，尺度得点の高群は，ゲーム使用時間，SNS 使用時間，動画視聴時間，スマートフ

ォン使用時間とも，低群より使用時間の長い者が少なく，使用時間の短い者が多いという予想通
りの結果が得られた．この傾向は，行動促進（SFと PF）より行動抑制（SIと PI）に顕著に見ら
れた．このことは，小中学生が，情報メディア使用を短時間に保つことが行動抑制であり，情報
メディアの長時間使用を好ましくないと思っていることを示している．また，この傾向は，中学
生より小学生の方が顕著であった．中学生は，好ましくないと思う情報メディア使用時間が，小
学生より長いからだと考えられる． 
中学生では，個人的価値による行動促進（PF）においても，この傾向が見られた．学習や課外

活動などの行動促進が情報メディアの使用時間を短くすることに寄与したと考えられる．また，
この傾向は，SNS 使用よりゲーム使用や動画視聴の方が顕著に見られたことから，メディアの種
類による影響や発達の影響が表れている可能性がある．今後さらに精査し研究を続けたい． 

②ダンバー数 
小中学生を対象としたダンバー数調査の 15 項目について，各選択肢の親密度を規模の小さい

順から 0 点～7 点で得点化して，因子分析（最尤法，プロマックス回転）を行った．2020 年度
の分析対象からは，2 因子 13 項目が得られた．さらに，2021 年度についても同様の手順で因子
分析を行ったところ，2020 年度と同じ 2 因子解が得られた．なお，2020 年度に実施した高校生
を対象とするダンバー数調査の結果も同様であった． 

これまでの成果も踏まえて，各因子を次のように解釈・命名した．第 1 因子は顔や名前・愛
称，性格がお互いにわかり合えていて呼び合えるといった 7 項目で構成されていることから「顔
見知り程度の関わり」と命名した．第 2 因子は持ち物の貸し借りができたり将来の夢やうれし
かったこと等のプライベートな話をし合えたりするといった 6 項目で構成されていることから，
「信頼感のある関わり」と命名した． 

表 2 ダンバー数尺度の各因子の平均尺度得点と人数（2021 年度） 

項 目 
小学生 中学生 

得点 人数 得点 人数 
第 1 因子：「顔見知り程度の関わり」     
顔を見たら，今までに会ったことがあるとわかる人の数は？ 4.48 82.4 4.70 106.2 
あなたの顔を見れば，今までに会ったことがあるとわかってくれる人の数は？ 3.85 39.9 4.08 52.0 
顔を見たら，名前か愛称がわかる人の数は？ 3.69 33.2 3.86 40.4 
会ったとき，どのような話し方をすればよいかがすぐにわかる人の数は？ 3.69 33.2 3.82 38.6 
あなたの顔を見たら，名前か愛称を思い出してくれる人の数は？ 3.51 27.0 3.73 34.8 
あなたを，名前の呼びすてや愛称で呼んでくれる人の数は？ 3.51 27.0 3.68 32.8 
あなたが，名前の呼びすてや愛称で呼ぶ人の数は？ 3.33 21.9 3.60 29.9 
第 2 因子：「信頼感のある関わり」     
あなたにとって今年一番うれしかったことを伝える人の数は？ 3.20 18.9 2.88 13.1 
あなたが筆記用具を忘れたときに，筆記用具を貸してと頼める人の数は？ 2.81 12.1 3.05 15.9 
その人にとって今年一番うれしかったことをあなたに伝えてくれる人の数は？ 2.81 12.1 2.79 11.8 
筆記用具を忘れた人がいます．あなたに筆記用具を貸してと頼んでくる人の数は？ 2.74 11.1 2.84 12.5 
将来の夢をあなたに打ちあけてくれる人の数は？ 2.74 11.1 2.76 11.4 
あなたの将来の夢を打ちあけられる人の数は？ 2.57 9.1 2.76 11.4 

 



さらに，因子分析の結果から抽出された 2 因子 13 項目を用いて尺度化を行い，下位尺度の平
均点から尺度得点を求めた．さらに各項目の得点および下位尺度得点からそれぞれの親密度の
人数の平均値を算出した． 2021 年度の結果を表 2 に示した． 
小学生と中学生の各下位尺度の親密度の規模を比較したところ，「顔見知り程度の関わり」に

ついては，2020 年度は小学生が 40.2 人で中学生が 54.5 人となっており，2021 年度では小学生
は 37.8 人で中学生は 47.8 人となっており，発達に応じて規模が大きくなる傾向が見られた．ま
た，2020 年度の高校生は 68.6 人であった．つまり，「顔見知り程度の関わり」の親密度の人数
の概数は 50 人程度であり，発達に伴い人数が増加する傾向にあることが明らかとなった．成長
に伴って部活等の課外活動や習い事等の人づきあいの機会が増えることの影響も考えられる． 
「信頼感のある関わり」については，2020 年度は小学生が 13.5 人で中学生が 14.6 人，2021

年度は小学生が 12.4 人で中学生は 12.7 人となった．2020 年度の高校生は 14.6 人であった．し
たがって，「信頼感のある関わり」は発達過程に伴う増減はほとんど見られず，15 人程度の一定
の規模であることが示された．また項目ごとに着目すると，成長に伴って概数が増える項目と減
る項目があり，発達とともに規模が小さな親密な存在ができる可能性が示唆された． 
今後は，セルフコントロールや社会的スキル等の社会性やコミュニケーションに関わる指標

との関連性を検討し，教育に資する尺度となることに努めたい． 
(2)実践研究 
2019 年 12 月，宗像市立吉武小学校 5 年生 21 人と 6 年生 21 人に対して，それぞれ 1 時限ず

つ，研究代表者（村田）が授業を行った．道徳の時間を利用して，小冊子「むかし話で考えて学
ぶ情報モラル」（村田研究室 2017）を教材とし，5年生は匿名性，6年生は偏向性を扱った．授
業は，児童らと授業者が机ごと車座になって哲学対話形式で進めた． 

小学 6年生に対する偏向性を題材にした授業実践（村田他 2020）では，表３のようにネット
での口コミを扱った．むかし話の状況について哲学対話をした後，ある店の良い評判が集まった
口コミをプリント配付したところ，児童の発言や授業者の問いから「良い感想だけ載せているか
もしれない」「サービスしてもらって良い感想を書いているかもしれない」「店の人が書いている
かもしれない」ことを共有することができた．また，「皇帝と同じような経験をしたことはない
か」との授業者の問いに対して，理科の実験で 1人だけ結果が違っていたが実はその 1人の結果
が正しかったことを児童らが思い出し，類推による気付きを補強することができた． 

2021 年 12 月，宗像市立地島小学校において，授業「哲学対話で考えよう」を実践した（村田
他 2022）．参加者は，小学校児童 6人（1年 1 人，4年 2人，5年 2人，6年 1人），小学校教員
2人，院生 5人，大学教員 1人の計 14人である． 
この授業では，発話総数 79 のうち問いが 22 であり，問いが問いを生む場面が 17 あった．ま

た，自由に話す（何を言ってもいい）ことの価値に気付くとともに，梶谷（2018）が指摘した「考
えることで自由になる」ことを体感したと認められる場面があった．授業実践後に参加児童に対
して行ったアンケート回答で，他者を気遣いながら発言しようとするケア的思考が見られ，哲学
対話を成立させるための自律的な発言を見て取ることができた． 
(3) 展望 
以上のような調査研究と実践研究によって，情報メディアの８つの特性を用いて「メディアの

問題」を扱い，哲学対話によって「考え方と態度」に結びつける「考えて学ぶ情報モラル教育」
を示すことができた．しかし，「メディアの問題」に関する指導と哲学対話のファシリテートに
は，相応の理解と経験が必要であり，この教育方法の普及には工夫を要する． 
村田（2023）は，図１のように「メディアの問題」については，情報メディアの８つの特性を

題材とする印刷教材を用いて内容について学び，哲学対話については映像教材を用いて方法を
学ぶことによって，哲学対話を用いて「メディアの問題」を扱う授業を成立させる学習モデルを
提案した．このようにして，子どもたちを，情報メディアの影響を従順に受容する状態から，情
報メディアの使用を自律的に選択する状態にすることが，この学習モデルの主目的である．この
教育方法の普及のために，さらなる研究が求められる． 

表３ 偏向性における類推による問題の気付き 
 状況 生じる問題 実際（本当は…） 

むかし話 皇帝が「えりぬきのおと
も」の賛辞に囲まれる 

「えりぬきのおとも」全員が，織
物を見えているとしか思えない 

織物は実際にはない 

ネットでの「口
コミ」 

ほめた口コミばかりが
並んでいる 

とてもすてきなお店だとしか思
えない 

（わからない） 

子どもの事例
（理科実験） 

１人以外全員の実験結
果が同じになった 

ほぼ全員が同じになった実験結
果の方が正しいとしか思えない 

1 人だけ違う実験結果
の方が正しかった 
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選択 

ｅメディア 
の使用 

映像教材 

方法を学ぶ 

 

哲 学 対 話  

学習モデルの主目的 

図１ 「考えて学ぶ情報モラル教育」学習モデルのイメージ図 
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